
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 下市町奈良県 下市町奈良県 下市町奈良県 下市町経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 7,63962.013,835,0523,639,728194,907 人(H19.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位76/8376/8376/8376/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均90.390.390.390.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均97.997.997.997.9

(%)
50.060.070.080.090.0100.0110.0120.0 63.3113.089.187.990.786.786.4 H18H17H16H15H14 100.999.898.592.088.7 人件費人件費人件費人件費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位42/8342/8342/8342/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均28.228.228.228.2奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均31.631.631.631.6

(%)
10.020.030.040.050.0 19.642.728.829.730.828.629.1 H18H17H16H15H14 29.533.735.232.832.3 物件費物件費物件費物件費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位69/8369/8369/8369/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.912.912.912.9奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.714.714.714.7

(%)
0.05.010.015.020.025.030.0 6.122.612.012.812.212.011.8 H18H17H16H15H14 15.314.714.113.513.3 扶助費扶助費扶助費扶助費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位43/8343/8343/8343/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均8.68.68.68.6奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均7.57.57.57.5

(%)
0.02.04.06.08.010.0 1.38.43.23.03.63.02.6 H18H17H16H15H14 3.23.32.72.52.0

そのそのそのその他他他他 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位65/8365/8365/8365/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.610.610.610.6奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均11.511.511.511.5
(%)0.06.012.018.024.0 1.617.710.810.110.09.48.9 H18H17H16H15H14 13.111.910.710.510.5

補助費等補助費等補助費等補助費等 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位14/8314/8314/8314/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.210.210.210.2奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.78.78.78.7
(%)0.010.020.030.040.0 4.334.914.314.116.015.315.6 H18H17H16H15H14 10.09.69.99.46.7

公債費公債費公債費公債費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位79/8379/8379/8379/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均19.819.819.819.8奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均23.923.923.923.9
(%)

0.010.020.030.040.050.0 5.138.420.018.218.118.418.4 H18H17H16H15H14 29.826.625.923.323.9
公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位41/8341/8341/8341/83全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均70.570.570.570.5奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均74.074.074.074.0

(%)
40.050.060.070.080.090.0100.0 51.588.869.169.772.668.368.0 H18H17H16H15H14 71.173.272.668.764.8経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

下市町下市町下市町下市町※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政　　構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄【経常収支比率】　人件費、物件費等を中心に経常経費の削減を行っているが、公債費の償還がピークを迎えており財政の硬直化の要因となっている。また、地方交付税（公債費を除く）、臨時財政対策債等の一般経常財源の大幅な減少により比率は年々悪化している。今後、更なる行財政改革の推進を図り、計画的に県内の平均水準まで低下させたい。【人件費】　職員定数について退職者不補充を原則に抑制を行っており、職員の本俸・各手当についても削減を行っている。        また、議員定数や委員定数等についても削減を行っており、人件費総額の抑制に努めている。【物件費】　経常的な物件費については全庁的に抑制を行っているが、電算経費等の増加により物件費が増えている。【公債費】　文教施設の整備等による公債費の償還がピークを迎えているが、H19年度以降は年々減少する見込である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）人件費 917,958 120,167 109,257 10.0賃金（物件費） 78,730 10,306 6,586 56.5一部事務組合負担金（補助費等） 145,367 19,030 15,674 21.4公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 975 -公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 67,757 8,870 4,582 93.6事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 13,248 1,734 2,435 ▲ 28.8▲退職金 ▲ 117,085 ▲ 15,327 ▲ 10,009 53.1合計 1,105,975 144,780 129,501 11.8参考 当該団体 類似団体平均 対比（差引）人口1,000人当たり職員数（人） 13.22 12.21 1.01ラスパイレス指数 84.6 92.5 ▲ 7.9
公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 811,242 106,197 68,766 54.4満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）等 - - - -公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 130,605 17,097 14,746 15.9一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 12,703 1,663 8,996 ▲ 81.5債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 - - 2,828 -一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 200 26 44 ▲ 40.9▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 617,070 ▲ 80,779 ▲ 51,761 56.1合計 337,680 44,205 43,619 1.3

当該団体決算額（千円）

当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 下市町奈良県 下市町奈良県 下市町奈良県 下市町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率5.010.0
15.020.0 12.2

H1811.2H17
10.6
H16

11.0
H15

11.3
H14

16.315.7

人口1人当たり決算額(円)

0100,000200,000300,000400,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値81,078
295,720
129,501144,780

人口1人当たり決算額(円)

020,00040,00060,00080,000100,000120,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値11,996
93,212
43,61944,205



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)1,774,039 213,277 43.7 104,296 ▲ 1.4 45.1うち単独分 1,032,721 124,155 15.7 62,059 ▲ 0.4 16.11,031,910 126,724 ▲ 40.6 90,483 ▲ 13.2 ▲ 27.4うち単独分 560,627 68,848 ▲ 44.5 53,087 ▲ 14.5 ▲ 30.0506,972 63,443 ▲ 49.9 79,422 ▲ 12.2 ▲ 37.7うち単独分 444,580 55,635 ▲ 19.2 49,130 ▲ 7.5 ▲ 11.7168,456 21,569 ▲ 66.0 102,700 29.3 ▲ 95.3うち単独分 141,536 18,122 ▲ 67.4 59,429 21.0 ▲ 88.4115,410 15,108 ▲ 30.0 87,174 ▲ 15.1 ▲ 14.9うち単独分 99,477 13,022 ▲ 28.1 48,477 ▲ 18.4 ▲ 9.7過去５年間平均 719,357 88,024 ▲ 28.6 92,815 ▲ 2.5 ▲ 26.1うち単独分 455,788 55,956 ▲ 28.7 54,436 ▲ 4.0 ▲ 24.7

当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額

H17H18

H14H15H16
人口1人当たり決算額の推移

050,000100,000150,000200,000250,000
H14 H15 H16 H17 H18

（円）
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

奈良県 下市町奈良県 下市町奈良県 下市町奈良県 下市町

当該団体値 類似団体平均値


